




















































（２）社会環境調査結果 
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親（SCメンバー）の男女比（N=58）
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（２）社会環境調査結果 

 

本プロジェクト基本設計調査において、対象予定校 29 校でアンケート調査を実施した。

調査対象者は、各校の校長、教員、WEC（Ward Educational Coordinator）、学校運営委

員会（SC）のメンバーである親、及び地域周辺住民（当該校に通学させている子供はいな

いが、学校の近隣コミュニティに居住）である。合計サンプル数は、校長 29 名、WEC25

名、教師 58 名（各校 2 名）、親 58 名（各校 2 名）、住民 58 名（各校 2 名）の合計 228 名

であった（WEC が 25 名となっているのは、イララ県およびテメケ県において同一 Ward

に属している学校が７校あるためである）。 

 

回答者のうち、校長の男女別内訳を見ると男性 18 名（62%）、女性 11 名（38%）と男性の

方が多いのに対し、教師については男性 21 名（36%）、女性が 37 名（64%）と女性が圧

倒的に多い。WEC については、有効回答者数 25 名中 13 名が男性、12 名が女性であった。

親（SC メンバー）については男性 50 名に対し女性がわずかに 8 名と、地域周辺住民（男

性 35 名：女性 22 名）と比べて女性の数が少ない。これらはあくまでも回答者の男女比で

あり、全体の男女比は測り得ないが、各校におけるインタビュー調査および住民集会の参

加者からも、SC への参加は女性に比べ男性の方が多い傾向が見られた。 

また、校長の資格別内訳は、Diploma を有する者が 7 名（25%）、グレード A（75%）の

資格を有する者が 21 名となっている。教師を資格別に見た場合、Diploma が約 2%、グレ

ード A が約 56%、グレード B/C が約 42%となっており、一般の教師と比べて校長の教員

資格の高さが伺える。校長の在勤年数は平均 3.14 年であり、全体として就任して間もない

校長が少なからず存在した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校長の資格別内訳

7 21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=28

Diploma Grade A Grade B/C

計画対象校における教師全体の資格別内訳

2.25% 55.76% 41.99%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Diploma Grade A Grade B/C



 2

校長（N=28）
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１． 学校周辺地域の所得レベル 

学校周辺地域/コミュニティの所得レベル

については、ダレサラムにおける適当な統

計資料等が存在しないため、タンザニア国

一人あたり GNP の月額 15,900Tsh との比

較を行った。この問いに対し、どのグルー

プも 6 割以上が「低い」又は「非常に低い」

と回答しており、中でも「非常に低い」と

答えた割合が最も高かったのは地域周辺住

民であった。相対的に校長、親（SC メン

バー）、住民の間で所得レベルに対する所感

に大きな差は見られない1。 

また、コミュニティ内における所得格差に

ついても質問を行ったところ、全体的に「格

差が大きい」と回答する者と、「小さい」と

回答する者で意見が二分された。特に親や

地域周辺住民の間で、「格差が大きい」と答

える者の割合がより高く、他方で校長の間 

では、「非常に小さい」とする割合が相対的 

に高かった。WEC に対する Ward 内所得格差については、「格差が大きい」が約 57％、「小

さい」が約 43％であった。 

 

２． 学校の選択基準 

タンザニアでは近隣学校への就学が奨励されているが、実際の学校選択権は児童本人ある

いはその親に委ねられている。これに関連して「親の学校選択基準」について質問したと

ころ、「アクセスの良さ」が重要視されていることが分かった。また「教育の質」を選択し

た校長が約 48％であるのに対し、WEC は 68%、親は約 59%、地域周辺住民は約 62%が

選択しており、若干の認識の違いが見られた。「学費の安さ」は、校長、WEC の間で回答

者を得ており、特に貧困家庭の場合、「より安い学費」が選択基準となり得ることが理解・

想定されていることが分かった。なお、住民集会および生徒インタビューの結果によれば、

家の近隣に複数の学校が存在する場合の選択基準（順不同）として、①アクセスの良さ（登

下校途中に大通りや川などを渡る必要性がない等）、②第 7 学年修了時試験の合格率、中

等教育進学率、③親が卒業生、兄弟姉妹も通学、④校長や先生が知り合い、等が挙がった。 

                                                   
1 もっとも、この質問はあくまでも主観を問うたものであるため、学校ごとに検証した場合、同じ学校の中である人

間が「非常に高い」と答えている一方で、別の人間が「非常に低い」と答えている例（Mvuti および Sokoine）も

あった。 

一人あたり GNP の月額 15,900Tsh との所得レベル比較 
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校 長 か ら観 た親 の 学 校 選 択 基 準 （N=29）24
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WECから観た親の学校選択基準（N=25）
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親自身の学校選択基準（N=56）40

21

33

15
18

24

9

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

通

学
容

易
性

良

い

・
新

し

い
施

設

教

育

の
質

校

長

の
質

教

師

の
質

規

律

・
躾

よ

り
安

い
学

費

そ
の
他

住民から観た親の学校選択基準（N=55）
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３． 入学制限における基準 

学校の選択は親の自由に委ねられているとは

いえ、仮に教室の過密等により学校側に生徒

の収容能力がない場合、必然的に入学制限を

行なわざるを得ない状況が生じる。入学制限

実施に際し、学校はどのような選択基準を用

いるのか、すなわち、どの児童を優先的に入

学させるのかについて、校長 29 人中 22 人が

「近隣に居住する児童を優先」、また 18 人が

「より年齢の高い児童を優先」と回答した。

「近隣に居住」が入学制限の基準となり得る

背景として、学区のないタンザニアでは Ward の越境入学が少なくない状況に鑑み、現在、

新規入学児童は居住地域に近接学校への就学が推奨されている2ことが挙げられる。他方、

「より年齢の高い児童」に関し、教育文化省が 1995 年の教育法改正に伴い、新規入学者

を 7 歳児に限定する方針を固めているが、2001 年 7 月の初等教育無償化措置による就学

                                                   
2 教育文化省に対するヒアリングによる 

入学制限における基準
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者増加と、8 歳以上の未就学児童をカバーするはずの COBET スキームが完全に始動して

いないことから、学校サイドでは、今後も当面は 8 歳以上の児童を受け入れていくことが

予想される。 

また、「親が学費を支払えること」と答えた者はわずかに 1 名であり、就学前教育に在籍

していた児童を優先するという回答はなかった。 

 

４． 未・非就学の理由 

ダレサラムには約 15 万人の未就学児童が存在していることが判明しているが、こうした

児童の未・非就学理由について、未・非就学児童自身、ないしはその親に対し直接聞き取

りを行なうことができなかったため、校長、WEC、親、周辺地域住民から回答を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答は各主体によって異なるが、校長および WEC からは「学校の収容能力」という回答

が最も多く（校長約 76%、WEC 約 72%）、学齢児童（需要）の収容に十分な教室数（供

給）がない、との認識から、未・非就学をその児童あるいは家庭の問題というより、むし

校長から観た未・非就学の理由（N=29）
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親から観た未・非就学の理由（N=56）
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住民から観た未・非就学の理由（N=56）
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学校はコミュニティに利用されているか（校長・N=28）
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ろ供給側の問題として捉えていることが分かる。但しこれについては、彼らの本プロジェ

クトに対する期待が背景にあることに留意する必要があろう。他方、親および周辺地域住

民の側で最も多く挙げられているのが「貧困」であり、親の約 71%、地域周辺住民の約 75%

が回答している。上述の通り、タンザニアでは 2001 年 7 月より初等教育の無償化が導入

されており、これにより貧困が原因で未就学を余儀なくされていた児童が、今後少なから

ず就学してくることが予想される。 

 

５． 学校とコミュニティの関係 

コミュニティによる学校施設利用状況に

ついては、回答者の大半が「利用してい

る」と答えた。しかしながら、学校関係

者に対するヒアリング調査や住民集会の

結果によれば、施設利用とはいえ実際に

はサッカー等のスポーツ目的の運動場開

放や、週 3 回各 1 時間の成人識字教育に

よる教室使用程度のものであり、学校施

設が地域住民に十分利用されている、と

は言い難い状況であった。事実、タンザ

ニアの初等学校は 1 部・2 部制に関わら

ず午後 2～3 時前後で大概の学年の授業

が終了しており、その後の時間帯には教

室はほとんど利用されていないのが現状

である。 

こうした状況の背景には、学校側の地域

住民に対する不信感が根底にあり、住民

による学校施設の資機材損壊を避けたい

とする意向があることが、ヒアリング調

査および住民集会の結果から明らかになった。学校側の不信感が、地域による学校施設の

有効利用を阻み、結果として地域住民側の学校に対するオーナーシップを減退させ、学校

の運営維持管理にも困難をきたす、という悪循環に陥っている、と考えられる。したがっ

て、初等教育の無償化措置により、今後、維持管理や特定の目的に寄付金を募る場合には、

親のみならず近隣コミュニティ住民からの協力も求められていくことから、地域と学校と

の関係を改善していくこと、また地域による学校施設の有効利用と、オーナーシップに基

づく適切な維持管理を図ることが、今後における重要課題であると考えられる。こうした

課題を克服するための手段として、SC を対象としたキャパシティ・ビルディングとエン

パワーメントの実施が想定される。 
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６． その他 

1)教師が赴任したいと思う学校の特徴 

教師 56 名に対し、赴任を希望する学

校の特徴について尋ねたところ、「施設

の良さ・新しさ」（29 人）で、次いで

「教員住宅があること」（24 人）、「生

徒対教師比が低いこと」（20 人）とい

う回答があった（有効回答者数 55 人）。

なお、（回答者数が少なかったためあく

までも参考に供するものであるが、）農

村部よりも都市部における勤務を望ん

でいる傾向も伺えた。「教員住宅の有

無」については、タンザニアの教員の

モチベーションにおいて重要な要素となっていることが、ヒアリング調査および住民集会

の結果からも判明している 

 

2)学校の財政 

財源不足については、親からの学費や

維持費の回収率が低いという問題が、

各校の財務報告書から明らかとなって

いる。右図は、各対象予定校の学費

（ Universal Primary Education ：

UPE、年間 2000Tsh。なお 2001 年 7

月 4 日時点での交換レートは 1 米ドル

=884Tsh）回収率を示したものである。 

これによると対象予定校の平均学費回

収率は 36.4%であるが、29 校中 24 校

が回収率 50%以下の状況を余儀なく

されている中、Uhuru Girl（I-7）や、

Mwananyamala B（K-6）は、それぞ

れ 90.4%、87.2%と非常に高い回収率

を示している。これ以外にも、各校独

自の判断に応じて徴収の如何や徴収額

の幅が決定される維持管理費という費

目もあったが、一般に通常の学費より

赴任したいと思う学校の特徴（N=55）
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も回収率が低いことが予想される3。 

事実、住民集会においても「限られた予算内では、維持管理（補修・改修）よりも教室の

増設の方に予算を充当することが先決である」との意見が多く出されており、維持管理は

教室の増設ほど重視されていないことが判明している。「床に穴があいている」、「黒板が劣

化している」、「机の状態が悪い」といった状況にも関わらず、「とりあえず勉強はできる」

というのが関係者に共通する見解であり、こうした認識（維持管理を蔑ろにする意識）が、

維持管理に必要な財源不足を惹起し、適切な維持管理を阻む一因ともなっている。 

 

3)トイレ 

トイレ施設に関しては、対象予定校 9 校において実施した女子 44 名、男子 38 名の生徒を

対象としたインタビュー調査、及び住民集会結果から、以下の点が明らかとなった。 

 

Ø トイレの不足状況は、机上の計算から推測されるほど深刻ではない。実際、児童

がトイレを利用する頻度は一日一回程度、あるいは「トイレを使用しない」とい

う生徒もおり、休み時間に行列を作るような状況は殆ど見られない。他方、トイ

レの汚臭や損傷がひどく、「ピットに落ちそうで怖い」「使いたくない」等の声が

聞かれており、トイレの数不足というよりは施設維持管理に問題が存すると考え

られる。 

Ø 多くの対象予定校においてトイレは男女別であった。そのうち数校では、「男子生

徒が女子トイレに入ってくることがあり、女子生徒は友達に外で見張ってもらっ

ている」という事例が報告された。但し、ヒアリング調査結果によると女子生徒

だけでなく男子生徒も男女別棟のトイレを希望している。 

Ø 多くの生徒はトイレの「悪臭」を嫌がり、「トイレはなるべく教室等から遠い方が

いい」としているが、もし臭いの問題が解決されるのであれば「トイレは教室か

ら近い方がいい」と回答している。トイレの入り口に関しては、多くの女子生徒

から「教室等から直接見えにくい側面あるいは背面にあった方がよい」との意見

が出された。 

Ø 視察した対象予定校のうち１校（キノンドニ県 Mbezi 校では、女子トイレ横に穴

を掘ってサニタリー用として使用）を除いて、女子トイレにサニタリー設備は見

られなかった。タンザニアではトイレにそうした設備のないことを理由に、女子

生徒が学校を休まざるを得ず、そのことが女子生徒の学習効果にも少なからず影

響する事例も報告されている。初等学校とはいえ高学年には 13～16、17 歳の生

徒がいることを考えると、サニタリー用ファシリティーのニーズは高いものと思

われる。 

                                                   
3 学費（UPE）、維持管理費共に 2001 年 7 月の初等教育無償化導入により、徴収が禁止されている。 


	（２ ）社会環境調査結果

